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1. はじめに
学校経営学識集第1号 2013年2月
ソーシャル幽キャピタルの研究的鎗政策的課題
-r自発的協力Jの観点から一
内山絵美子
本稿の目的は、「ソーシヤノレ・キャピタル（以下 SCと略記）が高ければそれが自然に人々
の社会的活動への参加に結びつくのかJという問題意識のもと、 SCの発露における「自
発的協力Jに着目し、研究上および政策上検討すべきことを考究することである。
こうした問題意識の背景には、近年さまざまな分野でみられる「参加J論の高まりと、
それに資するとされる SCが研究のみならず政策の対象となってきたことがある。
「参加j論は「ガパナンスjの問題に代表される。 1970年代後半、多くの先進民主主義
諸国では福祉国家体制の行きづまりから、「小さな政府jを志向するとともに、これまで政
府が担ってきた領域を、企業や民間非営利組織、倍々の市民が、新たな公共主体として担
う「ガパナンスJ が求められるようになっている。「市場の失敗Jにつづく「国家の失ノ敗j
という 2つの失敗から、公共の担い手として、市場か国家かというこ項対立的な考え方の
転換が必要とされ、第3の主体として「市民社会j あるいは「コミュニティ jが注目を浴
びることとなったのである（宮｝I2004:13・15)0 
ガシミナンスは多義的な語である1が、パブリック・ガバナンスにおいては、大きく国家中
心アプローチと社会中心アプローチが存在（西岡2006:4）する。前者にはNPM(New Public 
Management）、後者には、政府なきガパナンス論であるネットワーク・ガ〉バナンスやソ
ーシャル・ガ〉バナンスなどが該当する。いずれにも共通するのは、公共空間へのさまざま
なアクターの参入を期待することである。特に、 NPO(Non Profit Organization）やボラ
ンティアは重要なアクターとみなされてきている。
このように統治ノミフォーマンスの向上に向けた、「小さな政府志向、ガバナンス化、市民
社会組織の活性化」がマクロトレンドとなっているのである（坂本2010:49）。
そうした中で注呂されているのが SC＝社会関係資本であるD SCは「人々がつながりを
持ち協力関係を築くことは望ましい結果をもたらすJとしづ現象をとらえる概念として、
政治学にとどまらず、多くの学問領域（経済学、社会学、心理学、経営学、教育学、開発
1多義的な概念である「ガ、バナンスjについては、曽我謙吾が議論の対象に着目して、大きく 3つに整理
している（曽我 2004:g7・88）。第 1の用法は、富民国家や中央政府の役割の縮小によって新たに生まれつ
つある状態を表するもので、ガツくナンスはガパメントの対比として位置づけられる。第 2の用法では、「よ
きガパナンス（goodgovernance) Jに代表されるような規範的な概念、で、具体的には民間の経済活動を支
える政治的フレームワーク、具体的には安定的な政治体制、法の支配、効率的な行政組織、強い市民など
を要素とした、ガパナピリティと対比されるガPバナンスである。第3に、コーポレートガ、バナンスやNPM
(New Public Management）のように、企業や官僚組織などこれまで外部に対し遮蔽性をもった組織が
外部とどのような関係を築くかに注目する、ヒエラノレキーの対比としてのガ、パナンスがある。そこでは「答
費性jや「参加Jといった議論が展開される。
新J1達郎もガバナンス議論に共通する特徴を挙げ、類似の整理を行っている。第 1に、政府による統治
を相対化する視点、第2により広く統治現象を捉える視点、第 3に市民や民間の営手I］.非営利組織などの
役割を強調し、政府と市民や民間組織との関係、を対等のアクターとして位置づける（パートナーシップや
コラボレーション）という視点である（新Jl2004:26司27）。
学校経堂学論集第 1号 2013年2月
論など）で扱われている（坂本 2010:53) 2。現在、 SCに関連する研究は棺当数にのぼって
おり、 SCがもっ効果（利益）や影響についての研究、 SCの形成についての研究の蓄積が
進んでいる。また、 SCの研究の蓄積を受けて、実務者たちの間にも急速に普及し、政策的
な議論も多数進行してきている。日本においても、内閣府毘民生活局（NPO等市民活動推
進、コミュニティ再生） 3、厚生労働省（地域保健対策）、文部科学省（教育投資効果） 4 、
農林水産省農村振興局、北海道5、さいたま市6、JICA7といった行政機関が、政策手段とし
ての可能性を模索している。
こうした動向は、 SCによって政府の統治ノミフォーマンスの差異を説明するとともに、社
会の自律的統治能力の重要性を示した R.D. Putnamの功績によるところが大きしら Putnam
によれば、SCは「調整された諸活動を活発にすることによって社会の効率性を改善できる、
信頼、 （互酬性の）規範、ネットワークといった社会組織の特徴j 〔括弧内筆者補足〕で
ある。そして政府のパフォーマンスや、人々の生活満足度が高い地域は、こうした特徴を
持っており、それは SCが集合行為のジレンマ8を、第3者（国家）の強制執行によらずに、
低いコストでソフトに解決できることが制度の成功につながるからであると指摘した
(Putnaml 993=2001 :200-206）。 Putnamは、 SCがあれば、社会の自律的統治能力が高まり、
社会問題の解決を政府に拠らずに行うことが可能であることを理論づけたのである。こう
して SCは「良きガバナンス」の基礎となるものと考えられてきている（宮）1 I 2004）。
しかし、 SCには「負の効果Jや「弊害Jも指檎されており、 SCが豊かであるからとい
って自動的に地域の課題が解決されるわけではないと考えられるたまた、 SCはじ心の外
部性jを扱ったものであり、 「国や地方公共団体が政策的にコントローノレすべきでなしリ
という、政府介入の危うさについての指摘があるように「自発性Jをめぐる問題が存在す
る100 Putnamの指摘するように、ガバナンスの課題である集合行為のジレンマの解決にと
2世界銀行は、社会関係資本と関連を持ち、影響を受ける問題として、犯罪と暴力、経済と貿易、教育、
環境、財政、保健、栄養と人口、情報技術、貧困と経済発展、農村開発、都市開発、水供給及び衛生を挙
げた（WorldBankl998 ；宮Jl.大守 2004:ii) 
3内閣府国民生活局（2003）「ソーシヤル・キャピタノレ一一一豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めてJ、
「内閣府経済社会総合研究所（2005）「コミュニティ機能再生とソーシヤノレ・キャピタノレに関する研究調
査報告書」（委託先：日本総合研究所）
4文部科学省（20l1)r教育改革の推進のための総合的調査研究一教育投資が社会関係資本に与える影
響に関する調査研究－J（委託先：三菱総合研究所）
5北海道知事政策部（2005）「ソーシャル・キャピタルの醸成と地域力の向上一信頼の粋で支える北海道j
6 ソーシヤノレ・キャピタル調査検討委員会「ソーシャル・キャピタル向上に向けた基礎調査J(2007）、「ソ
ーシャル・キャピタル向上に向けた基礎調査（その 2）～心豊かな市民社会の実現を目指して～J(2008）、
「ソーシャル・キャピタル向上に向けた環境づくり一一3か年調査結果を踏まえてJ(2009) 
7 JICA研究所（2002）『ソーシャル・キャピタルと盟際協力一一持続する成果を目指して－』
8集合行為のジレンマ（社会的ジレンマ）には、集合行為問題、フリーライダー問題（集団規模が大きく
なると、偲人にとってフリーライドすることが、その集思の実現する便益を享受するには有効。しかし、
フリーライドする個人が増えると参加者のインセンティブがなくなり、結果便益が受けられず、そもそも
集団が維持されなくなる。）、囚人のジレンマ問題（集団において、個人が背信を行えば得をするが、全員
が背信すると全員にとって不利益が生じる、多少不利でも協力を行えば全員が望ましい結果を得られる）、
共有地の悲劇（限られた資源を個人が制限を守って使用すれば、全員が便益を享受できるが、誰かが自己
の利益を増やすために制限を超えた資源の使用を行えば、追従する者が出て、結果として資源が枯渇し便
益が享受できなくなる）といったものがある。（中山 1997、木村2002)
9前掲注、北海道知事政策部（2005）、 p.14
10株式会社日本総合研究所（2008）「日本のソーシャル・キャピタルと政策一一日本総研 2007年全国ア
ンケート調査結果報告書jp.12 
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って市民の協力が重要であり、それに SCが影響を与えるとしても、もともと SCは市民の
ボランタリーな活動やネットワークを観察したものであり、そこに政府が介入する場合に
は一定の配慮、が必要であると考えられる。 NPOと政府のパートナーシップや、ボランティ
ア活動への期待を寄せるガパナンス論に対しでも、政府の責任転嫁や市民の動員であると
しづ批判が存在することを鑑みれば、政府による SCへアプローチは慎重に検討されなけ
ればならない。ガバナンスの実現に向けて市民の自発的な協力を促し、かっ「負の効果」
を紡ぐよう、 SCに対してどのようにアプローチできるのかを検討する必要がある。
また、既存の SC研究においては、たとえば、 NPOやボランティアと SCとの関係を扱
った研究などが多数存在するが、そこでは SCを澱定する指標として NPO及びボランティ
ア活動が自明視されているとともに、そうした活動が SCを形成することも必然ととらえ
られている場合が多い（桜井 2007:44）。これは因果関係の問題でもあるが、 SCがあれば
おのずと NPOやボランティアは活発化し、それが SCを蓄積するものとされている。 SC
は自発的な行動に対して 基盤となるものであるとしても、それが活動として表出するま
でにはなお距離があると考えられる。
これまで研究上・政策上の問題に関する先行研究としては、稲葉揚二（2012）や坂本治
也（2010）の論考がある。稲葉は、定義や意義、測定方法や因果関係、さらには政策手段
としての fあいまいさj について批判があることに言及し、そうした必要な限定（特定）
を行うとともに「あいまいさJに自覚的であることが必要であることを指摘しているiIo 
また、坂本は SCの実証研究の課題として、①概念上の問題点、②分析レベルの混乱と観
齢、③因果的推論における問題点、④分析対象の偏りを挙げた。特に概念上の問題につい
ては、 SCの下位構成要素（一般的信頼、互酬性の規範、水平性と多様性のあるネットワー
ク）が、パットナムの議論でも変化・混乱したという指摘は興味深い120 「自発的協調関
係の成立を促すようなJという要件が関われず、どのようなタイプの不ットワーク・信頼・
互酬性であってもほCJと呼ぶように定義が変更され、その結果さまざまな種類の「形容
詞っきJ13のSCが概念化されることになったというのである（坂本 2010:60-62）。
11稲葉陽二（2012）は、概念に対する批判として、①定義のあいまいさ、②概念としての付加価値に関
するあいまいさ、③測定方法のあいまいさ、④因果関係に関するあいまいさ、⑤政策手段としてのあいま
いさ、の 5つが中心的であることを指摘している。例えば①については、これまで、強調する点に違いは
あるものの、大部分は「社会関係資本を集団行動を容易にする信頼、規範（特に互酬性）、ネットワーク
から構成されるか、それから導かれたリソースと定義されJているが、社会関係資本を論じる際には、社
会関係資本のどの部分について論じるかを特定しなければならないという。また、③については、定義に
依存し、測定方法の選択には恋意性を免れないとしづ。そこでは研究者が自信の関心を支持する結果を得
られるようにデータを操作する余地が常にあること自覚することを促している。さらに④については、社
会関係資本自身が望ましいものであるとする研究では因果関係が重要なテーマとならないこと、定義が抽
象的であるほど、因果関係の把握が困難になること、長期的な観察が必要であることや経路依存性など社
会関係資本の特性にも自を向ける必要があることを指摘している。
12そのほか、②分析レベルの混乱については、社会関係資本を個人レベルで、扱う研究と社会レベノレで、扱
う研究が併存し、両者で、議論がかみ合っていないとしづ。また③因果的推論における問題点としては、 SC
が独立変数一従属変数のどちらにもなり得ることから、因果的効果の検証が不十分であると指摘する。さ
らに④実証分析における対象の編りについては、個人レベノレで、扱う研究、 SCの水準・変動を記述する（従
属変数とする）研究、 SCを独立変数にとる（経済・社会ノミフォーマンスを従属変数にとる）研究に集中して
行われているとして、 SCが社会全体にとって望ましい因果的効果をもつかどうかというマクロレベルの
実証分析が必要で、あると述べている（坂本 2010:66・80)
13最も有名なものとし「結束型j 「橋渡し型jがある（坂本2010:60）が、そのほか「構造的J「認知的j、
「水平型j 「垂直型j などの分類もある（稲葉 2011:17）。
-3-
学校経営学論集第1号 2013年 2月
これらの指摘は、 SCに関する研究全般に関するものである。しかし特に統治問題（ガバ
ナンスなど）に関しては、 「参加jや「自発的協力Jといった観点からさらに検討すべき
課題があると考えられる。
そこで、本稿は 2つ作業課題を設定するO 第 iにPutnamの論稿に立ち返り、 「市民の
自発的協力」がどのような位置づけにあったのか再確認する。第2に、それに基づき、ガ
バナンスの文脈における SCをめぐる研究上・政策上の課題ついて検討する。
2. R.D. Putnam (1993）『哲学する民主主義』におけるおと市民の自発的協力
本節では、 PutnamのSCの定義の基本形が示されている『哲学する民主主義（Making
Democracy Work）』について、自発的協力の位置づけについて確認する。
この論考は、イタリアの州政府を対象として、民主的政府の成功は、政府を取り巻く環
境が「市民共同体j としづ理念、にどれほど近し 1かに左右されることを実証的に明らかにし
ようとしたものである1¥
Putnamはまず、各州の制度ノ〈フォーマンス水準を図り、北部では平均以上の州が、南
部では平均以下の州がほとんどを占めることを明らかにする。続いて、何か制度ノミフォー
マンスの違いを説明するのかという間いに取り組む。そこで、は、州、i政府のパフオ一マンス
とイ、i、の社会的．政治的生活における理想、的な市民共向体との近接度＝［－市民｝支Jが5虫し
関を示すことが明らかとなつた。そして市民度がし、かに善き政府に寄与するのかについて、
Putnamは、市民度が高い＝SCを蓄積してきた共同体では、市民の自発的協力によって
集合的ジレンマの解決が図られ、第3者執行による解決にかかるコストを削減（機会主義
を効率的に抑制）することで、政府のパフォーマンスに貢献すると結論付けたD さらに、
そうした自発的協力を促進する SCは自己強化的・累積的であり、好転していれば構成要
素間の関係も相互強化的であることを指摘している。つまり、制度ノミフォーマンスに対し、
SCは市民の自発的協力→集合行為のジレンマの解決という 2段階で影響を及ぼし、その
反復によって SCの蓄積ももたらされることがわかる。
では自発的協力を促すSCとはどのようなものか、どのような経路で影響を及ぼすのか。
Putnam (1993）はこれまでの理論から、「市民共同体」はどのような性質を持っかにつ
いて、① f啓蒙されたj 自己利益、他者の利害に敏感な自己利益というエートスを要素と
した「公的諸問題への市民的積極参加J、②構成員間が、権威と従属という垂直的関係では
なく、互弱~性と協力という水平的関係にある「構成員の平等な権利と義務（政治的平等）J、
③市民は単に活動的で公共心に富み、対等な存在であるだけでなく、互助的で、尊敬し合
い、信頼し合う「連帯・信頼・寛容J、④メンバ一個々に及ぼす内部効果（メンバーへの協
力の習噴や連帯、公共心を教えること）とより広い政治体への「外部j効果（「利益の表出j
によって、メンバーが増えること）を通して、民主政府の有効性と安定性に資する「自発
的結社（協力の社会構造）Jの4つの点を示した。
そして Putnamは上述のような含意をもっ「市民共同体」への近接度二二「市民度」と制
度パフォーマンスとの関連の実証的に明らかにする。そこでは「市民度Jの指標として、
①結社数、②新聞購読率、③国民投票への参加度、④優先投票の度合いの 4つが設定され
14制度パフォーマンスに「市民共同体Jへの近接が関係しているという第2の仮説は、 G.A. Almond and 
Sidney Verba ( 1963）による『現代市民の政治文化（TheCivic Culture）~に刺激を受けたものである。
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ている。①については、市民の社交性の指標となるのが活気に満ちた結社的な生活である
として、アマチュアサッカークラブ、合唱団、ハイキングクラブ、読書会、狩猟協会など
の二次的結社を指標とした。②については、イタリアで新聞は依然として最も地域社会の
諸事情を後半にカバーするメディアであり、読んでいる人は読まない人に比べて、事情通
であるとともに、地域社会の問題に対する市民的関心の目安である。③は、市民的関与の
かなり「純粋な」測度であると評価している。国民投票は、義務制であった総選挙とは違
い、党の組織力に左右されるような「市民的Jとは思われない理由での投票が行われるこ
とがない。④は、③の国民投票とは反対に、私益主義、派関主義、恩顧＝庇護主義的政治
の確かな指標として認められてきたものである。
Putnamはこれら 4つの指標は、強く相関しあっており、一つの《市民共同体》指数に
総合しうるという。例えば、国民投票への参加度が高く、私的な優先投票をあまり使わな
しψ，，，では、互いに緊密な市民の自発的組織に恵まれ、新開購読率も高い州、！とほぼ重なる。
つまり、市民の社会的・政治的関心が高く、社交的で、国民投票というある公共政策の重
要な争点に自らの意見を表明できる機会への参加に積極的であるということである。
さらに、「市民共同体の生活Jについて、州政治家、地域リーダ一、一般市民への調査か
ら、その「市民度」の理解を深めようとした。そこでは大きく 3つのことが示されている。
第 llこ市民度が低い州の政治関与は、公的争点に対する政策重視型のコミットメントとい
うよりは、人格的な患顧二庇護主義てき不ットワークによって推進され5齢、られるとしづ。
政治的エリートの視点からみると、こうした州の政治はエリート支配の色彩が強い。こう
した州では、市民が疎外感、無力感にさいなまれていることも指摘されている。
第2に、市民的な州の政治リーダーほど政治的平等を熱心に支持するということである。
例えば、地域問題への市民参加に共感する。市民的伝統は、積極的な参加はもちろん平等
とも関係する。平等が市民的共同体の本質的な特性となっている。
第3に、自分以外の人々がルールを守るであろうという期待が、共同体の性格が市民的
かあるいは非市民的かを分ける核心をなすという。市民度が低い州、｜では、他の人がルール
を破る、人をだますに違いないと考えており、自らも規則を守ることに抵抗を覚える。そ
うした州では、市民は自市ljを欠き、警察に頼らざるを得なくなるのである。
以上から、市民共同体への近接性の観点で州の特徴を、まとめると表 1のようになる。
Putnamは集合行為のジレンマの解決において、自発的な協力がとられやすいのは、 SC
が蓄積された共同体であると結論づける。再掲すれば、そこでSCは、「調整された諸活動
を活発にすることによって社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワークといっ
た社会組織の特徴Jと定義づけられた。「調整された諸活動を活発にすることによって社会
の効率性を改善できるJは、自発的結社への積極的参加や、市民的な動機による政治参加
などによって社会問題の改善に寄与する、集合行為のジレンマを解決できる、のようにと
らえられる。そして、それに寄与する「｛言頼」は他人のルール遵守への期待を持ち、また
行動の予測を当然とすることである。「規範jは、 一般化された互酬性であり、社会的交換
のネットワークと関係している。その「ネットワークj とは市民の積極参加のネットワー
クであり水平的な交流が活発に行われる。こうした要素はお互いに強化しあう相互影響関
係にあるということである。
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表1制度パフォーマンスとSCの関係（何回an1993より筆者作成）
市民度高
・結社数 多
・新聞購読 多
・国民投票の投票率高
・優先投票の利用率低
市民度低
－結社数 少
－新聞購読 少
－国民投票の投票率低
－優先投票の利用率高
二今社会的・政治的関心が高く、社交的で、投票等に｜斗社会的・政治的関心が低く、市民の自発的高且識が発達して
よる公的問題への参加に積極的
エリート＝大衆
水平的ネットワーク（平等）
政治行動について自己有~対惑がある
相会的信頼高
（他人のノレーノレ遵守への期待を持ち自らも遵守）
いない。投票は恩顧＝庇護主義的な関係から駆り出される。
エリート苅己
垂直的ネットワーク（権威＝従属的）
政治行動について疎外感、無気力
担会的儲要低
（｛也人のノレー ノ暗守への懐疑による自吊！Jの後退、警察の発動）
ただし、 Putnamの論考では SCが自発的協力にどのように影響を及ぼすのかは明示さ
れていない。いままでの議論から推測されることは、市民がお互いに行動を予測できるよ
く啓蒙された市民であり、新聞の購読と結社への参加によって社会的・政治的関心、公共
問題への関与というエートスが共有される機会を持ち、人々の関係性は対等・平等である
ことから自己有用感が高いことが関係しているということである。ここで重要なことは、
し1ずれもが「結果としてj示されたものであるということである。仮にプロセスに着目す
るならば、信頼、規範、ネットワークといった要素ではなく、啓蒙・教育の側面、機会提
供の側面、平等な関係性をつくる文化形成の側面が焦点化されると考えられる。
3.研究上・政策上の諜題
(1)研究上の課題－プロセスへの着目
先に述べたように、 SCと「参加Jの間には距離があると考えられる。 Putnam(1993) 
の論稿では、 SCと市民の自発的協力が直結するものであるかのように見える。しかし、
SCの要素が、たとえば国民投票といった「公共政策の重要な争点に自らの意見を表明で
きる機会Jへの参加とどのように関係するか、さらにはそれが統治ノミフォーマンスにどう
影響するかはブラックボックス化されていると言わざるを得ない。
Putnam は国民投票の他にも新聞の購読を市民度として重視していた
(Putnaml993ご2001:112）。市民間士が公共問題に関心をもち、それついて会話を交わす
ことができることが想定されているからである。その新開の購読をとってみても、社会的・
政治的関心の高まりが、投票に限らず、地域活動への参加や NPOやボランティア活動と
結び、つくためには、そのほかにも自己の参加による状況変化への確信や、参加のための時
間が必要であるかもしれず、知人の勧誘があったかもしれなしい・というように様々な契機
や要因が関連して、参加行動に結び、ついていることは容易に想像できる。
例えば、塚本利幸（2011）による福井県における社会活動への参加に関する研究では、
社会活動（趣味などのグループ活動、ボランティア、町内会、 PTAなど）に参加していな
い理由として「仕事が忙ししリ（32.7%）、「関心がなしリ（29.9%）、「機会がなしリ（28.6%)
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「適した活動が見つからないJ(24.2%）「経済的に余裕がないJ(19.6%）が上位にあげら
れている（複数回答）。ここには参加を制約するものとして、時間や金銭的余裕といった構
造的な制約と、参加に踏み出す機会の欠如とが複合的な要因としてあることが見てとれる
（塚本 2on:so”52) 15。また、塚本らの別稿16においては、「積極的に参加したしリと答え
た層のうち 33.3%は参加経験がないなど、参加意欲と参加経験にもギャップがあり、その
要因として①情報伝達の不備、②参加コストの問題、③機会の提供量があることが指摘さ
れている（塚本ら 2004:79-so）。
さらに内閣府の調査（2003）においても、市民活動への参加のきっかけを訪ねた震関で、
NPO・ボランティアに関しては半数が「自身の関心や必要性によりJと回答したのに対し、
地縁活動については約 6害1Jが 1演習・ルールJと答えている。
そうした「自発的Jと思われる参加行動にいたるまでには、様々な環境や契機が関わっ
ている。 SC研究では量的な調査によって相関関係を実証する方法がしばしばもちいられ
ているが、上記の調査結果からみると、それは、 SCを高めれば市民の参加が活発になる、
あるいは地縁活動、 NPO・ボランティア活動を活発にすればSCが高まるといった安易な
判断や政策実施を導く可能性がある。こうしたことからは、結果と要因のみに着呂せず、
ある人々が参加という行動に至るプロセスを記述するなど、 SCとともに他の要素や契機
を視野にいれた質的研究が求められているように思われる。
また、伊jえばガ〉バナンスに関して考えてみても、国民投票のような意思決定への参加で
あるのか、 NPO・ボランティアのような活動への参加なのか、あるいは個人的活動か集団
的活動かなど、どのような参加行動を想定するかによって、プロセスは違ったものとなる。
SCがどのような経緯や条件の下で、「よきガバナンスJに寄与する参加行動につながるの
か、それを明らかにすることが必要であり、それが SC政策にとっても有益な示唆をもた
らすと考えられる。
(2）政策上の課題一平等、対等な関係性への着目
冒頭に述べたように、 SCは政策対象として実務家にも注目されてきている。以下では、
内閣府の①コミュニティ機能再生のための SC醸成に関する調査研究（2005）、及び②SC
培養のための市民活動の促進に関する調査研究（2003）における政策的合意を事例として
（脚注3参照）、「自発性Jの観点から SCと「参加Jの関係について検討する。
まず、①及び②の報告書の調査概要及び政策的含意は表2の通りである。
15塚本らによるボランティアや地域活動への参加と近隣交際の関係を調査した論考においても、一定の
興味関心・を抱きながらも実際の参加に至っていない層が広範に存在していることもしてきされており、
活動への一歩を踏み出せるかどうかが分岐点となっていることから、なんらかのきっかけが継続的・横断
的な活動に関わっていることを指捕している（塚本ら 2012:31)。
lG滋賀県守山市を事例にした調査研究である。守山市は琵琶湖の水質改善や生態系の保全・再生に関す
る課題をもっており、環境教育や環境ボランティア活動が積極的に行われているという（塚本ら 2004:76）。
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表2内閣府調査研究概要と政策的含意
｛構成］ 3音！辞書成
第1部 fソー シヤノレ・キャピタノレとコミュニティの開国j
｛概要｝
rsc醸成lこつながる個人の信頼・ネットワーク・担会活動jと「自分たちの暮らしとコミュニティに対する
現お蕊哉jにつし 1て全国アンケートをお私全国アンケート誠査からは、 ω個人の「｛詐克や「付き合し 1・
ネットワーク」に限定オすUま、日本SCは、 2002年度調査時点との対比において減少しつつあること、 (2)SC
醸成につながる個人の（言頼・ネットワーク・社釘舌動の形成が生活上の安｛，感を醸成し、自分。〉住むコミュニ
ティへの高し＼~判部が、生活上の安｛，Y,惑を高めること、（3)SC （個人）は、 f男性より女’出「無織より有職jf短
い居住年数より長し、居住年数j「未婚より脚普Jr佐判歪より高学埜JrfM静より高所得j 「借蒙より持ち家」
が多し可弱古］があることが明らかとなっfこ。
｛政策的含意｝
(l)SCの動欄件吋コ対策にっし、て
信頼の回復に向けては、特にサラリーマンへの影響が大きいと患われる企業活動や政治・行政としりた分
野での各主体の信頼醸成の努力（ガノくナンスの確立）が急務。付き合い・ネットワークでは、コミコーニテ
イの新住民による封粕句な活動 t趣味の活動や市民活動、 NPO活動）の活出七やi日来の活動との協｛動の
促進などにより、法性化していくことが望まれる。
ω生活上の安＇LA惑とコミュニティ評価に関して
安よ憾の醸成に加えて、 SCの状況によって、少ない場合には、孤立化を妨ぐため、例えばスポーツや文
化、祭り、趣味活動など参加の敷居カ河忌し1 「関係樹蕎築」に向けた各種改策、フリーライドを減らすブとめ
に、例えば「防犯・防災Jr子育てjf高齢者福守山など住民にとって関わりの強し＼分野での「当事者意識
の自覚」を促すような方策の採択が効果的。
(3)1担比属性に関して
企業勤めの団塊世代のj邸哉に向けて、地或で孤立し如、ような位京協ιづくり・活動の場づくり・交流の場
作り、ニートの増加への対応、住み続けることの出来るまちづくり・環境づくり、結婚し、子どもを育て
るという人生設計が描ける環境づくり、地；或における多様な教育環境の充実が求められる。
第2部峡m~::Joけるソーシヤノレ・キャヒ。タル関轍策J
【概要｝
主にアイルランド・イギリス、 OECDにおけるSCに関連する政策事例の調査・報告
｛政策的含意〕
ほとんどあらゆる政策・方笛表にSCという視有、を持つことが重要。 SCを士普加させるためのマニュアル自怯す応
策（＝特効薬むは現時点ではないが、既存のSCを壊さないとし、うことが、 SCの創出と同じか、それ以上に
重要である。また行政と NPO・企業の協働機会。〉創出により、橋渡しCBridging)型ソー シヤノレ・キャヒ。タル
が形成されることから、 NPO・企業・地方自治体・市民と、それらの協同を促進するような政策が必要。量
だけでなく質の把握を可能とするような調査のプレームワークづくりが重要。
第3部 fコミュニティ機能再往とソーシャル・キャピタノレJ
【概要〕
国内におけるコミュニティ再生の成功事例を取り上げ、その特性と SCの関車とを分析
｛政策的含意〕
ω情報公開と情報共有の重要性
コミュニティ再生への活動は、危機惑を持ち紺妓でそれが共有化できることぐ危機惑が活動主体に留まら
ず、広がり共有化されること）が源泉となると竪われ、地域σコ情報を一番多く保有している自治体の積極
的な情報の公開が必気
ω活動を起こす住島＼のエンパワーメント
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出或の住民に対し、住民自らがサービスの提供主体になり得ることを啓発し、その活動をサポートするな
取り組み、すでにある市民活動やNp O活動の支援することが必要。
(3）活動のマネジメントの重安性
寸品性の盛り上がりで活動が始まっても、そこに着実な「事務局機有包が無し恨り、長続きはしないため、地
域における活動の多くがマネージャーを必要としている。
内鶴府国民生活局（2003)
ピタjレ一一豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めてj
｛概要］
ソーシヤル・キャヒ。タルの考え方や論点、を整理するとともに、市民活動との関系の検証や定量均な動向把握の
試みなどを行い、ソーシャル・キャヒ。タノレの培養という観i財も我が留における市民活動の今後の展望と課題
を探る
【構成｝大きく 4つの内容で構成されている
ソー シヤノレ・キャヒ。タノレの概念／ソー シヤノレ・キャヒ。タルの定量的把握／市町議荊！／ljからみたソー シヤノレ・
キャヒ。タルの培養可能I＇＇主／ソー シヤノレ・キャヒ。タノは音養に向けた活動の今後の展望と？凝塁
仁調査結果］
(l)SCと市民活動の関係
・「ネットワーク」円言動「規範Jとし、う構成要素とボランティア活動を始めとする市民活動とのi習には、相
互に関係があることが窺われた例えば、ボランティア・ Np 0・市民活動に参加している人達は、 I出或活動
に参加してし1なし 1人と比べて、人を信頼できると思う人が相対的に多く、近隣でのつきあしや相会的な交流も
活発な傾向にある。他方、人を信頼できると思っている人達、近隣でのつきあし叩相会的な交流の活発な人達
は、そうでない人と比べて、ボランティア ・NP0・市民活動に参加している人が相対的に多く、今後新たに
参加したいとの意向を持っている人も多し呼項向にある。このように、ソーシャル・キャヒ。タルの培養と市民活
動のf町制ヒには、互し対こ他を高めていくような関係、すなわち、「ポジティブ・フィードバックjの関係の可
樹生がある。
ω新ししヴーシャル・キャピタノレを鞠賞する市民活動
・NPOやボランティア団体の活動事仔恒周査から、市民活動が新たに生まれることにより、新ししぜ言頼？却系に
基づく人間関係が形成され、この結果、地儲臓等が形成してきた既存のソーシャル・キャヒ。タルとは異なる、
新ししヴーシヤノいキャヒ。タルが誕生してし 1る状況がみられた。市民活動が樹溺蹴揮との協力・連携などの
関係づくりが行われる場合もあり、この過設を通じて既存のソーシヤノレ・キャヒ。タノレも影響を受け、活f封ヒし
ていくこともある。
・NPOやボランティア団体が人間関係、の求心力となり、さらに新しく構築された人間関係の問に信頼を醸成
し強化していく場となっていくために重要な市民活動の要素として、①先駆性あるいは課題発見力の要素、②
人間関係づくりを行うリーダーシッブ。あるいはコーデ「ィネーターの要素、③コミュニケーションのための公共
空間の要素、の3つが挙げられる。
〔政策的含意〕
(l)市民活動の今後の展開におけるソーシャル・キャピタルの培養
①市民活動の取組み（7.k平的でオープンな活動運営の抱主、橋渡し型ソーシヤノレ・キャヒ。タノレ培養基とし
ての積極的な活動展開、外部の人・組織との相互｛言櫛~.成の促進）
②端容議出哉の活性化
③t也録手滋哉とその他の市民活動との交流の俗隼
④I Tネットワークの活用
ω今後政策的論議を深めていくために
①ソーシャル・キャヒ。タルの瑚トの樹立み（パブリック・アクセプタンス）
②ソーシャル・キャヒ。タルの定量把握とそのためのデータ整備への樹且み
③ソーシヤノレ・キャヒ。タノレの成果に関する研究の深化
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これらの調査では 政策としてコミュニティの課題を解決していくという目的を置いた
場合に、政策としては、 NPO、企業、地縁団体のエンパワーメントや協働を促進すること
が示されている。ここでは、自発的に NPOやボランティアを担う人々が「市民エリート」
であることに目を向ける必要があると考える。坂本（2010）は、 SCと統治ノミフォーマンス
を媒介するものが「政治エリートに対する適切な支持・批判・要求・監視の機能Jを果た
す「活動する市民J（シビック・パワー）であることを実証し、それは市民エリートによっ
て担われていることを明らかにした。そこでは、これまで SC論では「協調する市民」「協
働する市民Jに重点が置かれてきたが、それに加えて、政府を批判・監視する「活動する
市民Jが必要であるというのである。このことは、 NPOやボランティアへの政策投資が正
当なものとして評価できることを意味し、重要な指摘である。
しかし、そこでは、坂本自身も指橋するように、常に「市民エリートの選好が一般市民
の選考から業離してしまう危険性J（坂本2010:223）が存在することになる。坂本は市民エ
リートと一般市民との選好の同質性をし 1かにして確保していくのかが重要な論点となる
（坂本 2010:224）と述べるが、そうした議論からは無限に批判・監視する主体が必要とさ
れることになってしまう。そのように考えると、選考の同質性の確保というよりもむしろ、
;flt離問題が生起しないよう、市民エリートへの施策と同時に、一般市民によっても身の回
りや地域の課題が解決されることや、一般市民が政治に関与できるようにすることを目指
した施策が求められるように思われる。 SCに関する施策は、一般市民全体を対象とするも
のとし、仮に一部の市民エリートを対象としたとしても、少なくとも市民全体に関する施
策と連動させることが必要であるのではないだろうか。
この点に関しては、 Putnamの議論が示唆深い。 Putnam(1993）は統治ノミフォーマンス
が高いとされた市民度の高い地域＝SCが豊富な地域は、政治エリートと一般市民の関係が
水平的であった（政治的平等）ことを挙げていた（Putnam1993=2001: 123・126）。つまり、
人々の関係性が平等であることが求められている。それは政治エリートと市民の関係にと
どまらず、市民エリートと一般市民の間でもいえることと考えられる。自治会などの地縁
団体内部が水平的であることや、自治会の中心を担っていない世帯でも対等な関係を築く
などが考えられる。また、そうした関係性のあり様に関連して、人々の無力感・あるいは
自己有用感の指摘もある。垂直的に構造化された地域社会の生活は、搾取、依存、欲求不
満の感覚を正当化し、人々を無気力にするというのである。このことは、 SCの基盤として
政治的社会的平等とともに人々の自己有用感を高めることが重要であることを示唆する。
しかし、内閣府の 2003年の報告書では、市民活動について水平的でオープンな活動運営
を推進することが挙げられているものの、平等・対等な関係性構築、特に政治エリートと
市民、市民間でのそれに関する施策は検討されていない。市民の公共的課題への関心を高
めるためには、そうした文化形成的な側面においての政府の役割を今後見直す必要がある
と考えるD
4. おわりに
本稿では、 Putnamの議論を再検討し、 SCと自発的協力の関係の観点から研究上、政策
上の課題を検討し、「フ。ロセスjへの着自の必要性を示した。
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Putnamの論考ではSCが自発的協力にどのように影響を及ぼすのかは明示されておらず、
SCの要素のいずれもが「結果としてj示されたものである。そのことは、因果関係の不明
確さにつながるものと考えられる。そこでは例えば、啓蒙・教育の側面、機会提供の側面、
平等な関係性をつくる文化形成の側面など、プロセスへの着目が要請されている。こうし
たプロセスの研究を進めることが、それは、政策上のアプローチが明確化されることにも
つながるといえる。
今後の課題としては、先行研究の検討が挙げられる。定義、あるいは政策の提案につい
て、これまで実際にはどのような研究が行われてきたのか、以上の検討結果の視点から批
判的に検討し、研究上あるいは政策上の課題を明らかにする必要があると考える。
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